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1項)である ｢公の施設｣の管理を ｢出資法人｣､｢公共団体｣､｢公共的団体｣など-委託する ｢受
託管理者制度｣から､自治体が指定する団体 ･機関に管理を代行させる ｢指定管理者制度｣へと
切り換えることとしたものである｡
























































































































(6)2005(平成 17)年 1月 各振興協力会からの指定管理者指定申出書を受理し､生涯学習推進
課において書類を審査する
(7)金沢市指定管理者選考会-審査を依頼





















































米原市公民館条例 (平成 17年2月 14日 条例第 170号)は､次のような規定を置いている｡
第1条 米原市は､社会教育法 (昭和 24年法律第 207号｡以下 ｢法｣という｡ )第 24条の
規定に基づき､公民館を設置する｡
第3条 米原市公民館 (以下 ｢公民館｣ という｡)は､市民に対して法第22条に規定する事
業を行うものとする｡
第6条 公民館に法第27条第1項に規定する館長その他必要な職員を置く｡













3 第1項の規定により指定管理者に管理を行わせる場合にあっては､第 10条､第 11条､




















































































らかになるだろう｡｢一緒につくる みんなの 米原公民館｣をキャッチフレー ズに､3つの柱を
掲げている5)0
第 1の柱 ｢公民｣館-公民館の本質である ｢地域課題の解決を担う公民のための館 (寺中構
想)に立ち返り､｢受身型 (講座を聴かせるだけ)｣から ｢能動型 (学習から協働-
のつなぎ役)｣-
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